
 

 

金融商品取引法は平成 19 年 9 月 30 日施行されました。 

詳細については、こちらをご覧ください。 

 

➢金融商品取引法について（金融庁ＨＰへリンク） 

 

関係法令は次のとおりです。  

（各法令の条文については、法令データ提供システムで検索してください。） 

 

・「金融商品取引法」  

・「金融商品取引法施行令」  

・「金融商品取引業等に関する内閣府令」 

・「金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令」 

 

 平成１９年９月３０日以降、新たに、いわゆる集団投資スキームの持分（ファンド）の自

己募集や出資・拠出を受けた財産の自己運用を業として行う者も規制の対象となっておりま

す。  

 

※ 集団投資スキーム持分（ファンド）とは、①投資者から金銭の出資・拠出を受け、②出

資・拠出された金銭を用いて事業・投資を行い、③当該事業から生じる収益等を出資者に

分配するスキーム、にかかる権利、で金融商品取引法により有価証券とみなされました。  

詳細については、こちらをご覧ください。 

 

➢いわゆるファンド形態での販売・勧誘等業務について（金融庁ＨＰへリンク） 

 

 

 

 

１．金融商品取引業 

金融商品取引業とは、金融商品取引法第２条第８項に掲げる行為のいずれかを業として行

うことと定義され、次のいずれかを業とする場合には、原則として内閣総理大臣の登録を受

ける必要があります。 

①第一種金融商品取引業 

○流動性の高い有価証券（株式・社債等）の販売・勧誘 

○有価証券の引受け 

○店頭デリバティブ取引 

○資産管理 

②第二種金融商品取引業 

○流動性の低い有価証券（信託受益権・集団投資スキーム持分等）の販売・勧誘 

○有価証券の自己募集 

○市場デリバティブ取引 

③投資助言・代理業 

○投資助言 

○投資顧問契約・投資一任契約の締結の代理・媒介 

④投資運用業 

○投資運用 

○投資一任 

○特定投資家向け投資運用 

金融商品取引法制について 

金融商品取引業について 

http://www.fsa.go.jp/policy/kinyusyohin/pamphlet.pdf
http://www.fsa.go.jp/ordinary/fund/index.html


２．金融商品取引業の登録申請をご検討中の方へ 

登録の申請書は、申請される方の本店等の所在地を管轄する財務局（福岡財務支局及び沖

縄総合事務局を含む。）又は財務事務所のいずれかに対して提出し、国内に営業所又は事務所

を有しない場合にあっては関東財務局に提出することになります。 

申請に際しては、「金融商品取引業等に関する内閣府令」に規定されている様式に基づき申請

書を作成し、所定の添付書類が必要となるほか、行う業務の種別によって最低資本金等の要

件があります。詳しくは、「金融商品取引法」、「金融商品取引法施行令」、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」等をご確認いただくとともに、「金融商品取引業者等向けの総合的な監督

指針」にも留意してください。 

なお、「申請書様式」、「金融商品取引法制に関する政令案・内閣府令案等」に対するパブリ

ックコメントの結果等については、こちらをご覧ください。 

 

➢登録申請書様式（金融庁ＨＰへリンク） 

➢「金融商品取引法制に関する政令案・内閣府令案等」に対するパブリックコメントの結果

等について（金融庁ＨＰへリンク） 

 

３．「金融商品取引業者」と誤認されるおそれのある商号又は名称の使用について 

金融商品取引法は、一般の皆さんの誤認防止のため、金融商品取引業者でない者は、「金融

商品取引業者」という商号若しくは名称又はこれに紛らわしい商号若しくは名称を用いては

ならないこととなっております。 

金融商品取引業者と誤認されるおそれのある商号若しくは名称を使用している事実が判明

した場合には、当局は、金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針に基づき、文書による

警告や捜査当局への連絡などを行うことになります。 

 

４．無登録で金融商品取引業を行っている業者への対応について 

 登録を受けていない者が「金融商品取引業者」という商号若しくは名称又はこれに紛らわ

しい商号若しくは名称を用いる事例やこれらの者が金融商品取引業や投資詐欺等を行う事例

があるため、投資家の皆様におかれましては、ご注意いただくようにお願いします。 

なお、無登録で金融商品取引業を行っている事実が判明した場合には、当局は、金融商品

取引業者等向けの総合的な監督指針に基づき、文書による警告や捜査当局への連絡などを行

うことになります。 

 詳細については、こちらをご覧ください。 

 

➢投資勧誘等にご注意（当局ＨＰへリンク） 

 

５．投資家の皆様へ 

金融商品取引業は、金融商品取引法に基づく登録を受けた者でなければ行うことができな

いこととなっております。また、金融商品取引業者には、金融商品取引法に基づき営業所に

登録番号などを記載した標識を掲示することが求められているほか、契約締結前に金融商品

取引業者等の商号等を記載した書面を交付することが義務付けられています。 

投資家の皆様におかれましては、金融商品に関する契約を締結される際には、金融商品を

提供する者が登録を受けた業者であるか確認されることが大切です。 

登録を受けた金融商品取引業者等については、当局ホームページの「登録を受けている業者

一覧」に掲載する予定でおりますのでご参照ください。また、登録を行った財務局において、

金融商品取引業者等の商号、役員の氏名、営業所の所在地等を記載した「登録簿」の縦覧が

できます。 

 

 
お問合せ先 

東海財務局 ０５２－９５１－２４９８ 

担当 理財部 証券監督課 

http://shinsei.e-gov.go.jp/search/servlet/Procedure?CLASSNAME=GTAMSTDETAIL&id=225F251001001
http://www.fsa.go.jp/news/19/syouken/20070731-7.html

